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地方分権の進展に伴い、住民にとって最も身近な行政機関である市町村が担う役割、

責任はより重要なものになっています。一方で、地方財政を取り巻く状況は厳しさを

増しており、帯広市においても高齢化などに伴い社会保障費が増大しているほか、老

朽化した公共施設への対応などにより支出が増えることが見込まれる反面、人口減少

により税収などの大幅な伸びは期待できず、国からの地方交付税についても先行きが

不透明な状況にあるなど、収入が増える見込みはたっていません。 

このような状況において、将来にわたり行政サービスを安定的に提供していくため

に、市町村は健全な財政運営を行っていくことはもとより、財政状況について、住民

にわかりやすく公表していくことが求められています。 

 この冊子は、こうしたことを踏まえ、令和元年度普通会計決算を中心とした帯広市

の財政状況と主な事業内容について、わかりやすくまとめたものです。 
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   たとえば、左の図①のようにＡ君とＢ君が異なる

財布を持っているとすると、Ａ君の普段用財布には

スポーツ用のお金が、Ｂ君の普段用財布には勉強用

のお金が入っていて、2人が普段何にいくら使って

いるのか、単純に比較できません。 

しかし、左の図②のように、２つの財布を１つに

まとめて、同じものを買うための財布として考える

ことで、比較することができるようになります。 

 これが普通会計の考え方です。 

   帯広市の場合は、「一般会計」 

「中島霊園事業会計」「空港事業 

会計」の３つの財布からお互いに 

重複する部分を除いたものが 

「普通会計」という１つの財布 

になります。 

 

◇ 帯広市の会計区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 (地方)自治体：市町村や都道府県などの地方公共団体のこと 

    普通会計は、全国の自治体（※1）の財政状況を比較するための

区分なんだよ。会計とは目的別のお財布みたいなもので、基本

的な経費のための財布（一般会計）のほかに、特定のものにだ

け使う財布（特別会計）を、自治体は何個も持っているんだ。 

特別会計は、法律で持つことを決められているものと、独自で

持つことができるものがあるから、比較をするために一定の基

準を定めているんだよ。 

普通会計ってなんのこと？    

企業会計

水 道 下 水 道

地方財政法などの規定により設置を義

務付けられる会計（水道などの企業

会計や、国民健康保険などの特別会

計）は、普通会計から除かれます。 
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地方自治体の財政状況は、決算収

支が赤字であれば不健全というこ

とになりますが、逆に黒字が大きい

ほど良いというものでもありませ

ん。過大な黒字が経常的に発生して

いる状況であれば、適切な予算見積

りとなっていない可能性も考えら

れ、行政サービスの水準や住民負担

のあり方を見直した方が良いとい

うことになります。 

令和元年度の帯広市の実質収支 

（※2）は 3 億 5,303 万円の黒字

となりましたが、実質単年度収支

（※3）でみると、3 億 9,635 万

円の赤字になっています（詳細は

P14 まとめを参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 普通会計決算規模の推移                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 帯広市普通会計決算収支の推移       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算とは１年間に入ってきたお金（歳入）と払っ

たお金（歳出）の総額のことをいうんだよ。 

 

※2 実質収支：歳入歳出の差から翌年度に繰り越す事業の財源を差し引いたもの 

※3 実質単年度収支：単年度収支（当該年度と前年度の実質収支の差）から財政調整基金の 

積立や取崩額などを加減したもの 

 

決算ってなぁに？ 

令和元年度は収入が 855 億円、支出が 852 億円になったよ。

決算の規模は平成 21 年度以降、大体 800 億円を上回る水準

で推移しているよ。 

（単位：億円） 

 

 

（単位：億円） 

帯広市に入ってくるお金と払ってい

るお金はいくらぐらいなの？ 

500

600

700

800

900

歳入総額(左)

歳出総額(右)

0

▲ 8

▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

2

4

6

8

10

12

実質収支

実質単年度収支

決 算 規 模 の 状 況 １ 
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◇令和元年度普通会計決算額＜歳入＞      ◇平成 2２年度普通会計決算額＜歳入＞             

（単位：億円）                      （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 令和元年度歳入決算額に占める構成比 
 ＜道内 8市、類似団体（Ｐ28＜用語解説＞）との比較＞（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市の収入にはどのようなものがあるの？ 

市民の皆さんからいただいている市税、国から交付される地

方交付税、国や北海道からの支出金、公共施設などを使用し

た皆さんからいただく使用料などがあるんだよ。 

 

※道内８市とは、旭川市、函館市、釧路市、苫小牧市、小樽市、北見市、江別市、室蘭市 

※道内 8 市・類似団体については速報値 

 歳入は、自前で調達できる収入

（自主財源）と国や道からの交付

などによる収入（依存財源）に分

けることができます。 

帯広市の自主財源の比率は、道

内 8 市の平均よりは高いものの、

類似団体の平均に比べるとやや

低くなっています。また、市税の

割合は、道内 8市の平均とほぼ同

じですが、類似団体の平均に比べ

ると低くなっています。 

歳 入 （ 収 入 ） の 状 況 2 

市税

213.0
（25.9%）

35.5
（4.3%）

諸収入

100.9
（12.3%）

地方交付税

158.1
（19.3%）

譲与税・

交付金

33.7
（4.1%）

国・道

184.6
（22.5%）

市債

88.1
（10.7%）

その他

7.1
（0.9%）

合計
855.4

市税

227.9

（26.6%）

29.9
（3.5%）

諸収入

101.4

（11.9％）地方交付税

141.6

（16.6%）
譲与税・

交付金

51.6
（6.0%）

国・道

233.1

（27.2%）

市債

50.9

（6.0%）

その他

19.0

（2.2%）

自主財源
378.2
(44.2%)

分担金・
使用料等

依存財源
477.2
（55.8%）

合計
821.0

自主財源
356.5
(43.4%)

依存財源

464.5
(56 .6%)

分担金・
使用料等

 平成 2２年度の状況と比較すると、地方交付税や市債

が減少した一方で、収納率の向上などに伴い市税の収

入が増えているよ。その影響から、自主財源の占める

割合が少し大きくなったね。 
＊翌年度への繰越財源 1,744 万円を含みます。 

＊各歳入項目の説明はＰ27（用語解説）参照 

26.6 25.4
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2.711.9
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6.0
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◇ 歳入の推移                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和元年度の収入の特徴はなぁに？ 

 

 

国の産地パワーアップ事業補助金を活用した長いも選果・出

荷設備の整備支援や、とかち帯広空港の滑走路・灯火の改良

工事に対する整備支援などにより、国・道支出金が増えてい

るよ。全体では前年度対比で約 42 億円増えたよ。 

（単位：億円） 

208.6 206.7 208.0 206.4 219.4 217.6 210.9 213.0 215.3 210.2 213.4 218.0 217.2 219.3 222.2 225.1 227.9

81.9 86.2 88.4 87.6
109.1 98.3 98.5 100.9 104.1 104.5 97.6

119.0 116.9 116.3 114.1 100.3 101.4

150.3
141.7 142.3 140.1

136.0
142.6 150.5 158.1

154.3 156.3
152.5

150.7
150.6 146.8 144.3

140.2
141.6

131.4
129.6 126.3 113.6

121.9 135.5

200.5 184.6 184.0 171.0 189.6

189.0 188.8 193.8
223.4

200.0

233.1

77.8
78.9 71.5

58.1

60.5 62.4

68.4 88.1 83.1
71.0 78.8

85.4
63.9 48.6

53.9

52.5

50.9

758.3
743.1 735.2

709.4

741.8 744.7

809.1
821.0 824.1

796.9
809.4

858.6
834.2

822.8
854.2

813.5

855.4

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

市債

国・道

譲与税

交付金

地方交付税

その他

諸収入

分担金

使用料等

市税

 

主な歳入の特徴（平成 15 年度以降） 

•市税は、平成18年度まで、概ね210億円弱で推移していましたが、所得税から個人住民税への
税源移譲により平成19年度に大幅な増収となりました。その後、世界的な景気後退から減収と
なりましたが、たばこ税の増税などにより平成23 、25年度は増収となり、平成27年度以降
は、個人市民税などの伸びにより増収が続いています。

市税

•地方交付税は、平成16年度以降、三位一体の改革の影響から、平成15年度と比べて減少しま
したが、その後、交付税の算定率や算定項目が変更となったことから、平成21 年度以降は150
億円台で推移しています。平成28年度に8年ぶりに150億円台を割り込み、以降も減少傾向が
続いていますが、令和元年度は前年度に比べ増加しています。

地方
交付税

•国・道支出金は、平成16年度以降、三位一体の改革に伴う国庫補助負担金削減の影響から、減
少傾向にありました。平成21年度は、定額給付金の支給や、国の経済対策により大幅に増加し
ています。平成22年度以降は、概ね170～190億円台で推移していましたが、平成29年度・
令和元年度は国の産地パワーアップ事業補助金の活用などにより、大幅に増加しました。

国・道
支出金

•市債はその年度の大型事業や国の経済対策の影響により発行額が増減します。平成15年度以降
では、市立図書館（H15～17）や屋内スピードスケート場（H19～21）の建設、学校給食セ
ンターの移転改築（H25～26）などのために市債を発行しました。令和元年度は、市街地再開
発事業費に対する市債や臨時財政対策債を発行しましたが、前年度に比べ減少しています。

市債

 市の歳入構造は、三位一体の改革（P27用語解説参照）をはじめとする

国の制度変更や、平成 20 年度に起こった世界的な経済危機などの影響

を受けながら推移しているよ。主な歳入の推移をまとめてみたよ。 
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  ◇ 自主財源比率の推移                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自主財源はどんな状況になっているの？ 

自主財源の比率は、平成 19 年度に国税から市税への税源移

譲などにより市税が増加し、一度 50%を上回ったんだ。その

後は、市税等が少しずつ増えてきているものの、それ以上に

社会保障関係費の増加などに伴い、国・道からの支出金が増

えているため、50％を下回った状態が続いているんだ。 

帯広の森野球場広告 

よつ葉アリーナ十勝 

帯広市では市税などの収納率の向上対策に取り組むとともに、広告収入や

ネーミングライツなどの新たな自主財源の確保にも取り組んでいるよ。 

 

広告枠 

  

自
主
財
源
確
保
の
取
り
組
み
事
例 

自販機の設置場所入札 

明治北海道十勝オーバル 

（単位：％） 
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◇令和元年度普通会計決算額＜歳出＞      ◇平成２2 年度普通会計決算額＜歳出＞    

（単位：億円）                        （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊各歳出項目の説明はＰ27（用語解説）参照 

 

◇ 令和元年度歳出決算額に占める構成比 
＜道内 8 市、類似団体との比較＞          

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市の支出にはどんなものがあるの？  

社会保障や生活保護などのための扶助費、借金の返済にあた

る公債費、道路や施設を建設・整備する普通建設費、人件費

などがあるよ。 

 

 平成２2 年度の状況と比較すると、

社会保障関係費の増加に伴い扶助費

が大幅に増加しているよ。 

 

（単位：％） 

歳出は、支出が義務づけられ

ている経費（義務的経費）と義

務づけられていない経費（任意

的経費）に分けることができま

す（Ｐ27 用語解説参照）。 

 帯広市の歳出決算額に占め

る義務的経費の割合は、道内 8

市の平均とほぼ同じですが、類

似団体の平均に比べるとやや

高くなっています。 
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帯広市 道内8市 類似団体5市
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普通建設

繰出金

投･出資･貸付金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

任

意

的

経

費

義
務
的
経
費

人件費

107.4

（12.6%）

扶助費

232.4

（27.3%）

公債費

91.1

（10.7%）

物件費

97.9

（11.5%）

補助費等

84.0

（9.9%）

投･出資

･貸付金

78.2
（9.2%）

繰出金

47.9

（5.6%）

普通建設

91.3

（10.7%）

合計
851.7

任意的経費
420.8
（49.4%）

義務的経費
430.9
（50.6%）

その他

21.5

（2.5％）

人件費

125.7

（15.5%）

扶助費

189.4

（23.4%）

公債費

97.7

（12.1%）

物件費

89.7
（11.1%）

補助費等

61.2
（7.5%）

投･出資･

貸付金

94.7
（11.7%）

繰出金

38.9

（4.8%）

普通建設

99.8

（12.3%）

合計

810.4

その他

13.3

（1.6％）

任意的経費
397.6
（49.0%）

義務的経費
412.8
（51.0%）

歳 出 （ 支 出 ） の 状 況 3 

※道内８市とは、旭川市、函館市、釧路市、苫小牧市、小樽市、北見市、江別市、室蘭市 

※道内 8 市・類似団体については速報値 
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    令和元年度の支出の特徴はなぁに？ 

 
国の産地パワーアップ事業補助金を活用した長いも選果・出

荷設備の整備支援や、とかち帯広空港の滑走路改良工事など

により普通建設事業費が増えているよ。また、児童扶養手当

の支給回数の増（年 3 回→年 6 回）などにより扶助費が増

加したよ。全体では前年度対比で約 47 億円増えたよ。 

◇ 歳出の推移                         

（単位：億円） 

•生活保護費や障害者福祉費などの扶助費は、高齢化の進行などにより、増加する傾向にあ
ります。平成22年度はこども手当が創設されたことにより、大きく増加しています。平成
28・29年度は、消費税率引き上げによる影響を緩和するため、所得の少ない方に対して
臨時福祉給付金を支給したことにより増加しています。令和元年度は、児童扶養手当の支
給回数の増（年3回→年6回）などにより、前年度より増加しています。

扶助費

•普通建設費は、その年度の大型事業や国の経済対策により規模が増減します。平成15年
度以降では市立図書館（H15～17）や屋内スピードスケート場（H19～21）の建設、学
校給食センターの移転改築（H25～26）などを行いました。令和元年度は、国の産地パ
ワーアップ事業補助金を活用した長いもの選果・出荷設備の整備支援や、とかち帯広空港
の滑走路改良工事などにより、前年度より増加しています。

普通建設

•十勝圏複合事務組合などへの負担金や他団体への補助金などの補助費等は、概ね60億円
前後で推移していましたが、平成21年度に定額給付金の支給により一時的に増加したほ
か、平成28年度以降はとかち広域消防事務組合への分担金により増加しています。

補助費等

•地元中小企業への貸付金などは、景気対策として融資枠を拡充してきたことなどから増加
傾向にありましたが、平成29年度以降は中小企業振興融資貸付金の貸付額の減少などによ
り、減少しています。

投・出資・
貸付金

•人件費総額は、職員定数の適正化や給与改定などにより、全体として減少傾向にありま
す。平成18、20、22年度に前年度を上回っていますが、これは、団塊の世代の退職によ
り退職手当が増加したことによります。

人件費

主な歳出の特徴（平成 15 年度以降） 

平成 15 年度以降の歳出の特徴もまとめてみたよ。人件費が減少

傾向にある一方で、扶助費は増加傾向にあるんだ。 

 

143.4 133.7 131.6 135.7 127.4 128.7 123.1 125.7 122.4 120.5 113.5 113.4 113.0 110.0 110.1 108.1 107.4

121.8 130.0 131.1 132.4 137.0 144.1 156.7
189.4 191.4 199.6 202.4 212.4 211.4 224.4 226.9 223.6 232.4

101.6 99.6 96.7 96.6 97.6 99.1 97.8

97.7 96.5 95.3 94.4 91.2 88.8
90.1 91.1 89.8 91.1

77.9 76.8 77.3 81.2 82.6 80.0 87.9

89.7 92.7 89.6 90.0 94.5 98.1
97.1 94.2 94.5

97.966.4 61.2 55.5 55.0 67.5 65.4

89.5
61.2 60.9 63.0 64.1

68.1 74.5
86.3 91.2

81.5
84.0

73.9 79.1 81.1 80.7
87.0 91.5

92.1 94.7 97.7 96.2 91.0
94.8

105.7
102.0 84.9

80.0
78.2

44.7 40.1 43.2 44.1
45.5 32.8

35.0
38.9 40.0 39.8 40.2

42.4
47.0

47.7
48.7

46.2
47.9

93.7 102.3 103.1 66.8
79.2 84.2

113.4 99.8 99.7
70.3 85.6

111.9 67.1 41.3 67.4
65.1

91.3754.8
739.5 731.3

706.1
738.9 741.7

807.2 810.4 817.9
791.4 799.5

850.1
825.8 819.0

850.0

804.9

851.7

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

800.0

900.0

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

その他

普通建設

繰出金

投･出資･貸付金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費
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◇ 性質別経費ごとの経常収支比率               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

◇ 経常収支比率のうち扶助費の推移         

性質別経費ごとの経常収支比

率の推移を見ると、高齢化の進

行などに伴い、扶助費の比率が

平成 22 年度より 2.9 ポイン

ト増えています。 

他の市も、同じように扶助費

の比率が増加傾向にあります。 

 

これからも、収入の確保や効率的な支出に努めて、限られた財源の中で、

様々な行政ニーズに対応していくほか、十勝の魅力的な地域資源を最大

限に活かしながら、地域を元気にするまちづくりを進めていくよ。 

（単位：％） 

（単位：％） 

23.4

23.6

24.1

24.4

25.3

25.1

25.1

26.8

26.8

26.3

16.1

15.4

15.2

15.2

14.7

14.9

14.6

14.6

13.5

13.2

18.8

19.1

19.4

19.6

19.6

20.6

21.6

22.0

22.0

21.8

33.3

32.0

33.6

32.8

30.1

30.0

26.7

27.6

26.3

24.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

R1

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

人件費 扶助費 公債費 その他

88.0

85.5

89.7

91.6

88.6

91.0

90.6

92.0

92.3

90.1

9.8

12.3

12.6

13.5 13.6
14.1 14.1

13.2

14.9 14.7
15.2 15.2

15.4

16.1

12.7

13.6 13.4
14.0

14.3
14.1

15.0

8

10

12

14

16

18

H22 H26 H27 H28 H29 H30 R1

類似団体内平均値

帯広市

道内８市

 

 他に支出の状況を示すものはないの？ 

 

※道内 8 市・類似団体の令和元年度の比率については速報値 

毎年継続的に入ってくる収入が、毎年継続的に支払われる支出

にどれくらい充てられたかを見る「経常収支比率」というもの

があるよ。この比率が小さいほど財政の弾力性が高いことを示

すんだ。 
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◇ 普通会計基金残高の推移           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基金という貯金が、令和元年度末で約 51 億円あるよ。 

 帯広市の貯金を市民一人当たりにすると、約 3 万円になるよ。道

内 8 市と比べると帯広市の貯金は少ないんだ。 

帯広市の貯金はどれくらいあるの？  

 

 なかなか貯金が増えないね・・・。 

◇ 道内８市 一人当たり基金残高比較               

交付税などの収入が伸び悩むなか、貯金を取り崩しながら

様々な行政ニーズに対応してきているからなんだ。 

普通会計には全部で 20の基金があるよ。 

（単位：円） 

5,238
11,340

22,385

7,870

20,614 22,787

10,717 8,392

4,484 35,609 12,224
37,082

7,437

41,568
25,518

17,323

24,230

13,652
26,169

18,759

61,874

16,104

63,942

30,761 30,081

51,099

57,131 59,007

41,546

109,673

31,933

108,415

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

帯広市 旭川市 函館市 釧路市 苫小牧市 小樽市 北見市 江別市 室蘭市

特定目的

減債

財政調整

165,384 332,610 253,340 166,573 170,555 113,728 115,761 119,409 82,167年度末人口

道内８市

平均61,111

（単位：億円） 

基 金 （ 貯 金 ） の 状 況 4 

※道内 8 市については速報値 

6.9 9.1
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1.9 5.2
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5.0
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47.2 46.0 45.8
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その他特定目的

職員退職手当

高等教育整備

都市開発

減債

財政調整

（約76万円）

（約3,277万円）
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◇ 道内８市 一人当たり市債残高比較                （単位：円） 

帯広市の借金はどれくらいあるの？ 

市債という借金が、令和元年度末で約 843 億円あるんだ。 

どうして借金をするの？ 

 

 

臨時財政対策債などの特例債を除いた通常債（P 28 用語解説参照）は、

年々減少しているよ。通常債については、毎年の返済額や将来の負担が

過度に増えないように気をつけながら、経済状況や様々な行政課題へ対

応するため計画的な発行に努めているよ。 

 
市債は長期にわたって返済できる借入金で、主に施設や道路

などを整備するためにお金を借りるんだ。こうした施設など

は、何年にもわたってみんなで使うことになるため、今後納

めていただく税金などで平等に負担することができるよう、

長期の返済が許されているんだよ。 

 

 

帯広市の借金を市民１人当たりにすると約 51 万円で、 

道内 8 市の平均よりも少ないんだ。 

一人当たり

地方債残高

合計

通常債

特例債

合計

715.8 709.6 690.9 678.0 676.7 656.0 623.1 592.3 560.6 530.3

252.4 264.0 275.9 288.8 298.5
307.2

309.8
313.0

315.7
313.0

968.2
973.6

966.8 966.8
975.2

963.2
932.9

905.3 876.3

843.3

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

特例債

通常債

市 債 （ 借 金 ） 残 高 の 状 況 5 

509,915 526,235 544,920

699,656

512,985

417,735

971,260

318,847

624,063

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

帯広市 旭川市 函館市 釧路市 苫小牧市 小樽市 北見市 江別市 室蘭市

年度末人口 165,384 332,610 253,340 166,573 170,555 113,728 115,761 119,409 82,167

道内８市

平均576,963円

◇ 普通会計市債残高の推移                   

※道内 8 市については速報値 

（単位：億円） 
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財政力指数は、必要な収入をどのくらい自前で調達できるかを見るもので、数値が大きいほど財政力が強

い（自力がある）ことを示します。 
 帯広市は、道内 8 市の平均を上回っているものの、類似団体の平均を大きく下回っています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 経常収支比率は、毎年継続的に入ってくる収入のうち、毎年継続的に支払われている支出に充てた割合を
指すもので、比率が高いほど他の政策的な経費にまわすことができる金額が減り、財政の硬直化がすすんで
いると言えます。帯広市は、近年、90％前後の比率となっています。令和元年度は除雪経費の増加などに伴
い、前年度に比べて増加したものの、道内８市及び類似団体の平均より低い比率となっています。 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

他の市と比べるとどうなっているの？ 

財政状況を比べるために財政指標というものがあるよ。 

下のグラフは代表的な２つの指標を比較したものだよ。 

 

財政力指数 

経常収支比率 

（単位：％） 

※道内 8 市・類似団体の令和元年度の比率については速報値 

※道内 8 市・類似団体の令和元年度の比率については速報値 
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類似団体
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財 政 指 標 の 状 況  6 
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◇健全化判断比率（令和元年度決算） 

   

 

 

 

 
※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、黒字決算の場合「－」と表示されます。 

また、黒字決算のため参考として括弧内に算定比率を表示します（黒字のためマイナス表示なります）。 
 

◇健全化判断比率の算定対象範囲 

 

一般会計等の実質的な赤字額が、標準的な収入に対し

てどのくらいの割合になるかを示す指標。 

 

 

 一般会計、特別会計、企業会計を含めた全会計の実質

的な赤字額が、標準的な収入に対してどのくらいの割合

になるかを示す指標。 

 

 

 一般会計等が負担する長期借入金の返済やそれに準

ずる支出が、標準的な収入に対してどのくらいの割合に

なるかを示す指標。 

 

 

 一般会計等が抱える実質的な負債の残高が、標準的な

収入に対してどのくらいの割合になるのかを示す指標。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれの指標に

ついても、早期健全化基準を大

幅に下回っているよ。でも、道

内 8 市や類似団体と比べると将

来負担比率が高くなっているの

で、今後も健全な財政運営に努

めていく必要があるんだ。 

実質赤字比率 

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

将来負担比率 

健全なの？ （単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費比率

（3ヵ年平均）
将来負担比率

― ―
（△0.85） （△11.17）

早期健全化基準

（イエローカード）
11.43 16.43 25.0 350.0

財政再生基準

（レッドカード）
20.00 30.00 35.0

帯広市 82.38.9

一般会計

特別会計

公営企業会計

一部事務組合・広域連合#

会計区分

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

地方公社・第三セクター等

一
般
会
計
等

公
営
事
業
会
計

健全化判断比率

健全化判断比率 ※令和元年度決算に基づく比率

実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

旭川市 ‐　 (△1.51) ‐　 (△04.13) 8.1 90.7

函館市 ‐　 (△1.93) ‐　 (△7.86) 7.3 52.4

釧路市 ‐　 (△0.16) ‐　 (△16.11) 10.9 83.6

苫小牧市 ‐　 (△3.92) ‐　 (△10.60) 6.7 64.1

小樽市 ‐　 (△0.51) ‐　 (△10.12) 7.5 36.8

北見市 ‐　 (△1.10) ‐　 (△13.84) 8.0 144.8

江別市 ‐　 (△2.00) ‐　 (△12.42) 7.1 27.1

室蘭市 ‐　 (△2.80) ‐　 (△9.27) 9.5 56.9

8市平均 ‐　 (△1.74) ‐　 (△10.54) 8.1 69.6

類似団体 ‐　 (△2.90) ‐　 (△10.19) 4.6 30.3

帯広市 ‐　 (△0.85) ‐　 (△11.17) 8.9 82.3

全道市町村 - - 7.1 48.4

全国市町村 - - 6.1 28.9

※道内8市・類似団体は速報値

※全道・全国市町村は平成30年度決算値

市町村の財政状況を下の４つの指標により公表することが義

務付けられているんだ。これにより、地方公共団体全体の財

政状況や、将来にわたる負担状況などがわかるんだよ。 

他に財政状況を示す指標はないの？ 

健 全 化 判 断 比 率 7 
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◇ 将来負担比率の推移    

◇ 実質公債費比率の推移                   

※道内 8 市・類似団体の令和元年度の比率については速報値 

10 ページにあるように、市税などで返済する借金（特例債を除く）

は減少傾向にあるよ。その結果、収入に対する将来負担額の割合（将

来負担比率）も減少傾向にあるよ。 

 

 借金は増えていないの？ 

 

（単位：％） 

※道内 8 市・類似団体の令和元年度の比率については速報値 

借金（市債）は計画どおりに返済しているけど、その年に返す借金と

収入の割合（実質公債費比率）は、概ね横ばいで推移しているよ。 

 

 

（単位：％） 

 借金はちゃんと返しているの？ 
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112.0 

102.3 

91.1 

82.3 

80.2 78.9 75.9 
72.2 69.6 

34.0 
30.6 

34.1 
38.2 

30.3 

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

H27 H28 H29 H30 R1

帯広市

道内8市

類似団体

350.0 早期健全化基準



    14 

令和元年度決算は、実質収支が約 3 億 5,303 万円の黒字、実質単年度収支は約 3 億 9,635

万円の赤字となりました。経常収支比率は 91.6％と前年度より増加しており、除雪経費が前年

度より増加したことなどが要因となっています。 

 健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回っており、健全な財政状況を維持している

といえます。市税などで返済する借金が着実に減少してきており、将来負担比率は 82.3％と前

年度より改善しました。 

しかし、これまで見てきたように、帯広市の財政は自主財源比率が 50％を割っており、地方

交付税をはじめ国の影響を受けやすい構造となっているほか、経常収支比率は 90％を上回って

おり、財政の弾力性は依然として低い状況にあることが課題となっています。 

このような課題に対して、市税をはじめとする自主財源の確保に努めるととも 

に、事業の選択と集中を図り、引き続き健全な財政運営を行っていきます。 

そして、「フードバレーとかち」をはじめとする各種施策の推進に取り組み、 

将来のまちづくりを進めていきます。 

全体として・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇実質収支                   ◇実質単年度収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2 ページの決算収支のグラフにもあるとおり、令和

元年度は約 3 億 5,303 万円の黒字（実質収支）と

なったよ。だけど、貯金（財政調整基金）の積立や

取崩し、前年度からの繰越金などがなかったと仮定

した場合は約 3 億 9,635 万円の赤字（実質単年度

収支）になったんだ。 

財政調整基金繰入金

317,000千円
翌年度への繰越財源

17,439千円

< 歳入 > < 歳出 >

除く収入

差し引き

85,521,966千円

歳出総額

85,168,941千円

実質収支

353,025千円

歳入総額

85,539,405千円
除
く
収
入

前年度繰越額

865,660千円

財政調整基金積立金

433,290千円

実質単年度収支

△396,345千円

差し引き

84,735,651千円

差し引き

84,339,306千円

除く支出
翌年度への繰越財源

17,439千円

< 歳入 > < 歳出 >

 令和元年度は黒字だったの？ 

 

ま と め 8 
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帯広市が令和元年度に行った主な事業について、 

第６期帯広市総合計画の位置づけに沿って紹介します。 

主 な 事 業 の 内 容  9 
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※拡充事業は、拡充額を事業費としています。 

 

１．安全に暮らせるまち （単位　千円）

拡充

ボイラー等の改修

２．健康でやすらぐまち （単位　千円）

拡充

○

○

○

○

○

○

100,089

子育てのための施設等利用給付費

利用者支援事業（基本型） 933

・医療・介護に携わる多職種関係者の連携体制の構築

地域介護・福祉空間整備事業

95 ・デイケア型に加え、訪問型を実施

認定こども園整備補助事業 41,085

児童会館施設整備事業

・プラネタリウム用キャラクターアニメ番組の導入など

産後ケア事業

幼児教育・保育の無償化 155,062 ・保育料等の無償化（3歳～5歳、市民税非課税世帯の0歳～２歳）

・セルフプランや支援プランの作成により、子育ての不安軽減や問題の深

　刻化を予防

児童扶養手当支給事業 251,168 ・児童扶養手当の支給回数を増加（年3回→年6回）

3,121 ・児童会館のトイレの洋式化

・専門資格取得に向けた修学中のひとり親家庭を対象に給付金を支給

児童会館管理運営事業 871

高等職業訓練促進給付金 4,280

未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特
別給付金

1,978 ・未婚の児童扶養手当受給者を対象に給付金を支給

・胃がん検診における、胃内視鏡検診の導入（施設検診）

86,928 ・介護施設等の整備に対する補助

158,659 ・認可外保育施設等を利用する保護者の負担軽減

・へき地保育所認可化に向けた施設整備などへき地保育所整備事業

事業内容

プレミアム付商品券事業

事業名

159,179
・消費税率引上げに伴う影響緩和対策として、低所得者及び子育て世帯を

　対象としたプレミアム付商品券を発行

在宅医療・介護連携推進事業 3,000

事業費

・低年齢児受入れのための施設整備に対する補助

がん検診事業 1,962

事業名 事業費 事業内容

・防災無線広野中継局の改修及び指定避難所等への発電機の配備

地域防災強化事業

・新たな浸水想定区域図が公表されたことに伴う、ハザードマップの更新

129,145

2,783

・水槽付消防ポンプ自動車の更新39,608

・簡易水道施設の自家発電機の更新・機能向上など

  （拓成ポンプ場、大正配水池、川西浄水場）

109,560
・指定避難所等のボイラーの更新

  （光南小、開西小、森の里小、南商高、とかちプラザ）

電気自動車の導入 1,086 ・電力供給が行えるプラグインハイブリット車を公用車に導入

消防車両整備事業

ハザードマップの更新

通信機能の確保 4,716

上下水道の確保 11,000
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※拡充事業は、拡充額を事業費としています。 

３．活力あふれるまち （単位　千円）

拡充

○

産地パワーアップ事業

畑作構造転換事業

・森林環境譲与税の創設に伴う、帯広市森林環境振興基金の設置

十勝・イノベーション・エコシステム

新事業創発加速化事業

フードバレーとかち構想推進事業

市街地再開発事業

39,813

森林環境振興基金の設置 14,324

2,000
・起業家予備軍となる若年層を対象とした、課題解決の手法を身につける

　ための実践的なプログラムの実施

223,046
・畑作産地の労働力不足に対応可能な生産技術や省力作業機械等の導入
　に対する補助

・チーズ向け原料乳の高品質化のための施設整備等に対する補助

起業家育成事業

15,000
・起業・創業を支援するトカチ・コネクションの中核を担うとかち財団
　のコーディネート機能強化に対する支援

総合コーディネート機能整備事業

・十勝における新たな「しごと」の創出を目指し、異なる領域の異質な

　人材が互いに触発し合うネットワークイベントを開催

・（株）デスティネーション十勝に対する運営支援など

農林業育成資金貸付金 92,762 ・ICT等の先進技術を活用した農業機械等の導入に対する融資を拡大

畜産クラスター施設整備事業 900,233

50,000

5,300

12,000 ・地域金融機関と連携した事業創発プログラムの開催

41,537

1,743,565

・TVドラマの放映を契機として、十勝の先進的な取り組みを首都圏に発信

2,976 ・十勝と神奈川の起業家等によるビジネス交流会の開催

5,761

・地域の起業家等による先進地域の調査・視察2,800

10,500

・西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業に対する補助など

十勝アウトドアブランディング事業

・十勝の食の高付加価値化、新たな地産地消モデルの構築や大規模6次産

　業化の推進

・製品開発から技術導入、販路開拓まで総合的に支援する補助制度をとか

　ち財団に創設

・帯広畜産大学と共同で地域の経済発展に寄与する人材を育成するため
　の講義や実習を開催

53,366
・起業・創業等の新たなチャレンジに向けた情報交換や勉強会等を行える

　拠点施設として、「LAND」を整備

69,642

5,513フードバレーとかち人材育成事業

とかち・イノベーション・プログラム

十勝ドリームマップ会議

新事業創発拠点整備事業

十勝ものづくり総合支援事業

フードバレーとかちプロモーション事業

十勝の起業家磨き上げ事業

事業創発先進地視察事業

1,496,000 ・長いも選果・出荷設備の整備に対する補助

事業名 事業費 事業内容

多面的機能支払推進事業 71,813 ・地域共同による農村環境の保全向上等の取り組みに対する支援
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※拡充事業は、拡充額を事業費としています。 

４．自然と共生するまち

拡充

○

公園整備事業

公園バリアフリー化事業

公園施設更新事業

５．快適で住みよいまち

拡充

公営住宅の整備

地域優良賃貸住宅整備事業

火葬場整備事業

○

空港民間委託アドバイザー業務

空港滑走路・灯火等改良事業

112,293 ・バス路線維持のため、不採算路線に対する補助

・空港運営の民間委託に必要な準備作業等を専門業者に委託

（単位　千円）

37,290

1,293,886 ・滑走路、灯火の改良工事など

・子育て世帯向け新規建設住宅に対する補助など

・大空団地３街区（空）の建設工事

・ストック総合改善（新緑団地、川西団地、アスベスト含有調査）

事業費 事業内容

77,874 ・火葬場の長寿命化に向けた、火葬炉の改修・増設など

・除雪グレーダの増車（９台⇒１０台）

816,762

132,654

78,870

24,989

441,240

・（上水）配水管の整備、（下水）汚水・雨水管の整備など

132,247 ・バス路線、交差点などの除排雪の強化市道除雪事業

除雪機械整備事業

・災害対策備蓄資機材の購入など

事業名

簡易水道の整備

1,858,733

農村下水道の整備 44,781

1,428 ・カラーマンホール蓋を設置

35,464

上下水道の整備

浄水場の整備

生活交通路線の維持確保

・稲田浄水場の設備機器更新など

・上下水道事業一元化に向けた移行業務（農村下水道含む）

・減圧弁室の機器更新（川西地区）

・個別排水処理浄化槽の設置

マンホール蓋のカラー化

上下水道災害対策事業

公園トイレ洋式化事業 1,980 ・緑ヶ丘公園のトイレの洋式化

帯広の森整備事業 1,320 ・帯広の森の園路整備

・大和児童公園のバリアフリー化整備

（単位　千円）

事業名 事業費 事業内容

新エネルギー導入促進事業 17,416 ・新エネルギー機器等の導入補助の対象となる機器を拡充

37,506 ・公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の更新

中島緑地整備事業 60,128 ・中島地区エコタウン整備エリアにおける緑地整備

公園の整備 55,911

14,764 ・新北西ウレシパ公園の整備

3,641
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※拡充事業は、拡充額を事業費としています。 

６．生涯にわたる学びのまち

拡充

○

○

教育デジタル化推進事業 ○

トイレ改修

煙突用断熱材除去

学校施設長寿命化改修事業

大空地区義務教育学校整備事業

個別改修事業

学習環境整備事業

コミュニティ・スクール推進事業

動物園魅力向上事業

スポーツ大会の開催・誘致

総合体育館整備運営事業

７．思いやりとふれあいのまち

拡充

・コミュニティセンターのトイレの洋式化4,133

383

コミュニティ施設整備事業

2,000

500

姉妹都市相互交流事業 ・徳島市との姉妹都市締結３５周年を記念した訪問団の受入

・新総合体育館（よつ葉アリーナ十勝）の整備・供用開始

・ツール・ド・北海道２０１９開催に対する支援

2,500

157,022

事業内容

・日本クラブユースサッカー選手権大会開催に対する支援

事業名 事業費

日本クラブユースサッカー選手権大会

開催事業

2,360 ・繁殖のため、アミメキリンを１頭導入動物園管理運営費

（単位　千円）

フードバレーとかちマラソン大会の開催 11,000 ・フードバレーとかちマラソン開催に対する支援

ツール・ド・北海道２０１９開催事業

144 ・学校運営に保護者や地域住民が参画するコミュニティ・スクールの導入

264 ・おびひろ動物園の魅力アップに向けた方針の策定など

（単位　千円）

159,817 ・学校校舎のトイレの洋式化

36,828 ・煙突用断熱材の石綿対策工事（光南小、花園小）

事業名 事業費 事業内容

外国語指導講師派遣事業 4,158
・小学校での外国語授業の増加に対応するため、外国語指導講師（ALT)

　を増員（６人⇒７人）

教材備品の整備 8,609
・小学校の各普通教室等に教材等を映し出す大型提示装置及び実物投影機

   を設置

18,022
・小学校のパソコン教室の端末を更新し、一部を普通教室で利用可能な

　分離型タブレット端末として整備

義務教育施設等整備事業 196,645

7,439 ・中学校のスクールロッカーの整備

103,975

81,479
・大空小・大空中学校を統合した施設一体型義務教育学校の整備に向けた

　実施設計

22,496 ・劣化状況に対応した学校の設備等の改修・更新
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※拡充事業は、拡充額を事業費としています。 

８．自立と協働のまち

拡充

市税収納管理事業

各種証明書コンビニ交付事業

パスポート発行等窓口の移転

事業内容

31,025 ・諸証明のコンビニ交付サービスの導入

12,225 ・法人市民税及び市道民税（特別徴収）の電子納税の開始

住民票等交付事業 32,607

（単位　千円）

事業名 事業費

1,582
・パスポート窓口の本庁舎移転に伴う、窓口カウンターの改修及び番号
　発券機の導入

第七期総合計画の策定 2,088

分野計画の策定

・審議会等の開催、意見交換会・パブリックコメントの実施、計画書の
　印刷など

・総合計画策定審議会の開催、意見交換会・パブリックコメントの実施、
　計画書の印刷など

10,570

・第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略
・行財政改革計画
・第3次男女共同参画プラン
・第3期消費生活基本計画
・第三期地域福祉計画
・第三期障害者計画
・第2期こども未来プラン
・第三期環境基本計画
・一般廃棄物処理基本計画
・第6期農業・農村基本計画
・第2期産業振興ビジョン
・第3期中心市街地活性化基本計画
・第2次都市計画マスタープラン
・第2次みどりの基本計画
・教育基本計画
・上下水道ビジョン
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（参考） ４ つ の 財 務 書 類 
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（参考） ４ つ の 財 務 書 類 （１） 1

新地方公会計制度ってなぁに？  

 

 地方公共団体の会計は、1 年間の現金の出入りを把握することに重点を置いた現金主義・単式簿記

に基づいて処理されています。しかし、このような会計処理では「資産」や「負債」などのストック

情報や、減価償却費などの現金の支出を伴わないコストが見えにくいといった課題がありました。そ

のため、民間の企業会計的な会計手法を取り入れ、これまで見えにくかった財政情報を的確に把握す

るため、以下の４つの財務書類を整備することとなりました。帯広市では平成 20 年度決算から作成

しています。 

民間の企業が採用している、発生主義・複式簿記の考え方を取り

入れた会計制度のことで、全国の自治体が民間企業と同じように

財務書類を作成するようになったんだ。これにより、従来見えに

くかった、より多くの財政情報を把握できるようになったよ。 

新地方公会計制度新地方公会計制度新地方公会計制度新地方公会計制度    

 具体的にどんなことがわかったの？ 

 例えば、市が所有する土地や建物などの「資産」や、将来負担し

なければならない「負債」などの状況がわかるようになったんだ。 

 財務書類の作り方ってどこの自治体も同じなの？ 

 これまでは自治体によって作り方が違っていたんだ。 

だけど、団体間の比較ができないといった課題があったから、今

は全国の自治体が「統一的な基準」で財務書類を作成しているよ。 

略称 内容

① 貸借対照表 （BS） 基準日時点における財政状態（資産等の残高及び内訳）を表示したもの

② 行政コスト計算書 （PL） 一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの

③ 純資産変動計算書 （NW） 一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表示したもの

④ 資金収支計算書 （CF） 一会計期間中の現金の受払いを３つの区分で表示したもの

財務書類
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貸借対照表は、年度末時点において、市が保有している資産と、その資産がどのような財源

（負債・純資産）で賄われているかを表したものです。 

資産は行政サービスを提供するために整備された公共施設などの固定資産と、現金預金など

の流動資産に分類されます。負債は将来世代が負担する金額で、翌年度に支払いを行う流動負

債と、翌年度以降に支払いを行う固定負債に分類されます。純資産については、資産と負債の

差額で、資産総額のうち、すでに支払いを終えた金額を表しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政コスト計算書は、ごみ処理や除雪などの市民サービスに要した費用や、減価償却費など

の現金のやりとりがない費用などの 1 年間のトータルコストと、その財源となる使用料・手数

料などの収益との関係を表しています。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①①①①    貸借対照表（バランスシート：Ｂ貸借対照表（バランスシート：Ｂ貸借対照表（バランスシート：Ｂ貸借対照表（バランスシート：ＢＳ）Ｓ）Ｓ）Ｓ）    

●貸借対照表からわかること 

 平成 30 年度末の時点では、公共施設などの資

産が約 2,972 億円あるのに対し、この財源とし

て、将来世代が負担する負債が約 967 億円残って

おり、差引き約 2,006 億円がこれまでに支払いを

終えた金額になります。 

 平成 29 年度末と比較すると、資産も負債も減

少しています。これは、資産については減価償却

により資産価値が減少しているためであり、負債

については市債残高が減少しているためです。な

お、資産の減少額が負債の減少額よりも大きいた

め、純資産も前年度に比べて減少しています。 

 

②②②②    行政コスト計算書（ＰＬ）行政コスト計算書（ＰＬ）行政コスト計算書（ＰＬ）行政コスト計算書（ＰＬ）        

（参考） ４ つ の 財 務 書 類 （２） 

●行政コスト計算書からわかること 

 平成 30 年度では、約 721 億円の経常費用と約

52 億円の経常収益の差引き約 669 億円が純経常

行政コストとなります。これに災害復旧費などの

臨時損失や資産売却益などの臨時収益を加味した

約 669 億円が純行政コストとなります。なお、純

行政コストの多くは市税や地方交付税、国・道か

らの補助金などで賄っています。 

 平成 29 年度に比べて純行政コストは約 16 億

円減少しています。これは、平成 29 年度に国の

産地パワーアップ事業補助金を活用した補助事業

が完了したことなどにより、移転費用が減少した

ほか、災害復旧費の減により、臨時損失額が前年

度に比べて減少したことなどによるものです。 

■貸借対照表

（単位：億円）

H28 H29 H30

資産 3,107.6 3,041.5 2,972.4

固定資産（公共施設など） 3,079.0 3,016.2 2,937.8

流動資産（現金預金など） 28.6 25.3 34.6

負債 1,029.8 997.1 966.8

固定負債（市債残高など） 937.9 905.0 873.0

流動負債（賞与引当金など） 91.9 92.1 93.8

純資産 2,077.8 2,044.4 2,005.6

■行政コスト計算書

（単位：億円）

H28 H29 H30

経常費用 715.0 736.5 720.9

　業務費用（人件費や物件費など） 373.0 372.4 365.3

　移転費用（社会保障費や補助金など） 342.0 364.1 355.6

経常収益 56.7 63.2 52.4

　使用料及び手数料（施設使用料など） 25.9 24.9 24.0

　その他経常収益（雑入） 30.8 38.3 28.4

純経常行政コスト 658.3 673.3 668.5

　（＋）臨時損失（災害復旧費など） 1.9 11.5 0.3

　（△）臨時収益（資産売却益など） 0.3 0.5 0.3

純行政コスト 659.9 684.3 668.5
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純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の 1 年間の変動内容を表しているほか、行政コス

ト計算書で算出された純行政コストが市税や国・道からの補助金などでどの程度賄われている

かも表しています。 

 
 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金収支計算書は、1 年間の行政活動に伴う資金の収支を「業務活動収支」「投資活動収支」

「財務活動収支」の 3 つの区分に分けて表示したものです。 

   「業務活動収支」は人件費や物件費などの経常的な支出が、市税や国・道補助金などの収入

でどの程度賄えているかを表しています。「投資活動収支」は公共施設の整備や貸付金などの

支出に対して、国・道補助金や貸付金に係る元金収入などでどの程度賄われているかを表して

います。「財務活動収支」は当該年度の市債発行や償還の状況を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●資金収支計算書からわかること 

 平成 30 年度は投資活動収支や財務活動収支

で赤字となっているものの、業務活動収支の黒

字が大きく、全体の収支状況としては、約 4.4

億円の黒字となりました。なお、この黒字額に

前年度からの繰越金（約 4.2 億円）を足すと、

平成 30 年度の普通会計黒字額（約 8.6 億円）

と一致します。 

 平成 29 年度と比べると、業務活動収支の黒

字額が大きくなっており、全体としても約 4 億

円の収支改善となっています。 

③③③③    純資産変動計算書（ＮＷ純資産変動計算書（ＮＷ純資産変動計算書（ＮＷ純資産変動計算書（ＮＷ））））    

●純資産変動計算書からわかること 

 平成 30 年度は、純行政コストが約 669 億

円であったのに対して、市税や国・道補助金な

どの財源は約 628 億円であったため、差引き

約 41 億円の減少となりました。このほか、寄

附などにより無償で譲渡を受けた資産等を加味

した結果、平成 30 年度末の純資産残高は前年

度に比べ約39億円減の約2,006億円となりま

した。 

 平成 29 年度と比べると、税収等が増加した

ものの、純行政コストの全額を市税などの財源

で賄うことができている状況ではないため、純

資産残高は減少しています。 

 

■純資産変動計算書

（単位：億円）

H28 H29 H30

期首純資産残高 2132.9 2077.8 2044.4

　純行政コスト（△） △ 659.9 △ 684.3 △ 668.5

　財源 614.9 648.8 628.0

（１）税収等 421.1 425.4 428.0

（２）国・道補助金 193.8 223.4 200.0

本年度差額 △ 45.0 △ 35.5 △ 40.5

４その他の変動（寄附等） △ 10.1 2.1 1.7

本年度純資産変動額 △ 55.1 △ 33.4 △ 38.8

期末純資産残高 2077.8 2044.4 2005.6

■資金収支計算書

（単位：億円）

H28 H29 H30

期首現金預金残高 10.0 5.4 5.8

（うち前年度繰越金） (8.4) (3.8) (4.2)

当期資金収支 △ 4.6 0.4 4.4

　業務活動収支 36.4 46.4 50.7

　投資活動収支 △ 10.3 △ 18.1 △ 17.0

   財務活動収支 △ 30.7 △ 27.9 △ 29.3

   歳計外現金増減額 0.0 0.0 0.0

期末現金預金残高 5.4 5.8 10.2

（参考） ４ つ の 財 務 書 類 （３） 

④④④④    資金収支計算書（ＣＦ）資金収支計算書（ＣＦ）資金収支計算書（ＣＦ）資金収支計算書（ＣＦ）    
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 例えば総資産額を帯広市の人口で割り返す

ことで、市民一人当たりの資産額などがわか

るよ。他にも主な指標をまとめてみたよ。 

 ４つの財務書類から、どんな

ことがわかるのかしら？ 

（参考） ４ つ の 財 務 書 類 （４） 

■主な指標の増減

市民1人当たりの資産額（BS）

（資産合計÷人口）

純資産比率（BS） 66.9％ 67.2％ 67.5％ 0.3

（純資産合計÷資産合計）

市民1人当たりの負債額（BS）

（負債合計÷人口）

基礎的財政収支（CF）
（プライマリーバランス）

37.4億円 38.0億円 42.1億円 4.1億円

（業務活動収支（支払利息支出除く）＋投資活動収支）

市民1人当たりの行政コスト（PL）

（純行政コスト÷人口）

受益者負担の割合（PL） 7.9％ 8.6％ 7.3％ △ 1.3

（経常収益÷経常費用）

対H29

増減
H30H28

40.3万円39.4万円

H29

（Ｈ28：167,560人、Ｈ29：166,867人、Ｈ30：166,093人）

△ 1.6万円

△ 3.3万円

△ 0.7万円

58.2万円61.5万円

179.0万円185.5万円

※人口については年度末時点の住民基本台帳人口を採用

182.3万円

59.8万円

41.0万円

※これまでに支払いを終えた資産の割合を示す指標

※市債の発行と償還を除いた収支の釣り合いを示す指標

※行政サービスの提供に対して受益者が直接負担する割合

●主な指標の推移からわかること 

 市民 1 人当たりの資産額は約 3.3 万円減少しています。これは、平成 30 年度に公共施設の整備な

どにより資産形成を行った金額よりも、減価償却により資産価値が減少する金額の方が大きかったた

めです。純資産比率は微増しており、資産全体に対する純資産の割合が増えていることを表している

ほか、将来世代が負担する負債の割合が減っていることも意味しています。市民 1 人当たりの負債額

は約 1.6 万円の減少となっており、10 頁で説明したように、市債残高が減ってきていることが要因

となっています。 

基礎的財政収支とは、市債の発行と償還を除いた自治体の「収入と支出の釣り合い」をみる指標で

あり、これがプラスであれば持続可能な財政運営ができていると言えます。帯広市の基礎的財政収支

はプラスの状態を維持しており、黒字額は約 40 億円となっています。市民１人当たりの行政コスト

は約 0.7 万円減少していますが、これは、国の補助事業を活用した事業などが減少したほか、扶助費

などの義務的経費が前年度と比較して減少しているためです。受益者負担の割合についても前年度に

比べて減少しており、他団体等からの負担金などの収入が減っていることが要因となっています。 
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市の歳入を財源の性質から、自主財源と依存財源の２つに分類しています。自主財源とは、市税や施

設の使用料など、市が自前で調達できる収入のことをいいます。また、依存財源とは、主に地方交付税

や国・道支出金など、国や都道府県から交付される収入のことをいいます。 

 

 

 

   「三位一体」の改革とは、国において地方財政のスリム化と地方自治体の裁量権の拡大を目的とし、 

「国庫補助負担金の削減、地方交付税の縮小、税源の移譲」の３つを同時に進めたものです。 

 本市への影響としては、平成 16 年度から平成 18 年度の 3 か年総額で約 32 億円の収入減となって

います。 

 

 

 

  市の歳出を支払いが義務付けられているかどうかで、任意的経費と義務的経費に分類しています。任

意的経費とは、物件費など、市が任意に支出することができる経費をいいます。また、義務的経費とは、

人件費や扶助費などの、支出が義務付けられ任意に節減できない経費のことをいいます。 

 

市税 市民の皆さんや法人に納めていただいた税金

分担金・使用料等 施設利用者に負担していただくものなど

諸収入 預金利子、貸付金返還金など

地方交付税 国が一定基準に基づき市に交付するもの（詳細次ページ参照）

譲与税・交付金 国・道が一定基準に基づき市に譲与するもの

国・道(支出金) 国・道からの補助金など

市債 長期的な借入金

自主・依存財源 

歳入項目 

三位一体の改革 

任意的・義務的経費 

■ 用 語 解 説 

歳出項目 

人件費 職員の給与など

扶助費 生活保護や高齢者、障害者などを支援するための支出

公債費 市債の元金償還や利子の支払い

物件費 燃料費、光熱水費や委託料など

補助費等 各種負担金、補助金など

投・出資・貸付金 貸付金など

繰出金 特別会計への繰出金

普通建設 道路や学校などの建設費用
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国の税収入となっている所得税・法人税・消費税・酒税の一定割合を財源として、国が地方公共団体

に配分する資金のことをいいます。財源の不足分に応じて地方自治体に交付することで、地方自治体間

にある財源の不均衡を調整し、国民が受ける基本的な行政サービスが住む場所によって差のないよう

にする狙いがあります。  

 

  

  

通常債とは、学校建設、道路整備、公園整備など市が行う公共事業に対して発行した市債であり、特

例債とは、通常債以外の市債で以下の４つとしています。  

≪臨時財政対策債≫  

地方交付税の交付原資の不足に伴い、地方交付税の代わりに、自治体が国に代わって発行する特

例的な市債。償還にあたっては、地方交付税で措置されます。  

≪減税補てん債≫  

税制改正に伴う国の個人住民税等の恒久減税による減少額を補てんするために発行する特別な

市債。償還にあたっては、地方交付税で措置されます。  

≪国費減少≫  

国庫補助負担率の引き下げに伴い、国庫補助負担金の減少額に相当する額について発行が許可さ

れた市債。  

≪国営土地改良≫  

国営土地改良事業完了後、高い金利で債務負担行為により償還していたものを、自治体の財政負

担軽減を図るため低利に借換えすることが認められた市債。 

  

 

 

類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を 35 のグループに分類したものです。 

帯広市の類似団体は、本市を含めて５市あります。 

≪類似団体一覧≫ 

帯広市、弘前市、三鷹市、調布市、都城市 
 
※類似団体のグループ分けは数年に一度大きく見直しがなされ、帯広市と同じグループに属する 

団体は、平成 23 年度に 21 団体から 52 団体へ、平成 28 年度に 50 団体から 15 団体へ、平 

成 29 年度に 15 団体から 5 団体へ見直されました。このとき、グループに属する団体の構成も変 

わるため、財政力指数などの平均値も大きく影響を受けることがあります。 

 

 

 

地方交付税 

類似団体 

通常債と特例債 

■ 用 語 解 説 
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この冊子は帯広市のホームページでもご覧いただけます。 

トップページから、「市政情報」→「財政」→「財政の状況」 

へお進みください。 

過去の台所事情はコチラからご覧いただけます。 
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